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基地のない沖縄を目指し、憲法９条を守るため、


沖縄県知事選挙でのオール沖縄統一候補


玉城デニーさんの勝利に向けて、全国の力を結集しよう！
































【沖縄県知事選挙の争点】


沖縄県知事選は、翁長雄志知事の急逝にともない９月１３日（木）告示、同日３０日（日）に投開票で、すでにたたかいが始まっています。


　今回の選挙は翁長知事の遺志を受け継いで辺野古新基地建設反対の立場を明確にしている『オール沖縄』の玉城デニーさんと、沖縄の総意を踏みにじって新基地建設を強行する安倍政権言いなりの候補者とのたたかいです。この選挙の結果は、沖縄の未来とともに、日本の進路を左右する重大なたたかいです。このたたかいに必ず勝利して基地のない沖縄と、憲法の生きる日本への展望を開きましょう。


　４年前、公約を破って辺野古埋め立てを承認した仲井真前知事に対して、『建白書』の実現をかかげて当選した翁長知事は、新基地を許さない公約を守り、沖縄県民の先頭に立ってたたかってきました。


翁長知事は、基地問題とともに子育て支援や暮らしの問題にも取り組み、施策を前進させてきました。


　基地に頼らない『平和で誇りある豊かな沖縄』こそ、翁長知事の目指した道であり、これをあらゆる面で妨害し基地を押し付けてきた政府・自民党の県政奪取を断じて許してはなりません。彼らは、基地問題の争点を隠しながら、


政府・与党の総動員体制で沖
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【辺野古基地建設を巡る動き】


２０１３年・１２月　　　仲井眞知事が辺野古埋め立てを承認。


２０１４年・１１月　　　翁長知事誕生。


２０１５年・１０月　　　翁長知事が埋め立て承認を取り消し。


２０１５年・１１月　　　国が沖縄県を提訴。


２０１６年・３ 月　　　福岡高裁の和解条項で辺野古工事が


一時停止。


２０１６年・１２月　　　最高裁が『承認取り消しは違法』と判決。工事再開。


２０１７年・４月　　　沖縄防衛局が辺野古護岸工事に着手。


２０１８年・７月　　　辺野古埋め立ての賛否を問う県民投票条例制定署名で１０万人分集まる。


　　　　　　　　　　　 翁長知事が辺野古埋め立て承認撤回を


表明。























縄県民に襲いかかってくることは間違いありません。たたかいの構図は『建白書実現を


めざすオール沖縄』対『基地推進の政府と自公維勢力』です。


　首相官邸総がかりの攻撃を打ち破っていくためには、安倍政権による９条改憲のたくらみに反対し、基地のない沖縄・日本を願う全国の人々の力を総結集することが求められています。






































































































































































































































































































































【辺野古新基地問題、全国港湾も反対を掲げる】


　辺野古新基地建設に対する反対行動については、全国港湾でも沖縄での座り込み行動や翁長知事との会談など、辺野古新基地建設反対と憲法９条を守る取り組みを強化してきました。引き続き取り組みを強化する次第です。









































































































































































































































































































































【沖縄の繁栄は、基地の撤去があってこそ】


『沖縄の経済は、基地に支えられている』という声がありますが、実際に基地経済への依存度は、復帰直後の１９７２年１５.５％から２０１３年度には５．１％と大幅に低下しています。


　米軍基地は経済発展の最大の阻害要因です。基地の撤去こそが、沖縄経済を繁栄させる道なのです。





【基地のない未来に向けて】


　いま、日本全国に米軍基地がおかれている状況で、日本国憲法の前文に示されている『全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有する』という平和的生存権が保障されているとは言えません。とりわけ沖縄では、基地があるゆえの事故や犯罪で、今も人権が踏みにじられている現実があります。


　日本国憲法のもとにある沖縄がさらされている脅威は、決して沖縄だけの問題ではありません。


沖縄の基地問題は日本全国の問題、私たち自身の問題なのです。


　






























































































































































































































































































































































































































































※安倍政権による９条改憲に反対し、基地のない沖縄・日本にするために、沖縄の知人、友人に電話で『玉城デニーさん』の支持を訴えてください。


全国の組合員の皆さんの緊急のご協力を心から訴えます！








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


